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第１回とっとり若者Ｕターン・定住戦略本部会議の開催結果について 

令和６年５月２１日 

人口減少社会対策課 

 

若者のＵターン・定住を促進するため、産学官が連携して若者（当事者）の意見を取り入れた施策等のアクショ

ンを起こす実行組織「とっとり若者Ｕターン・定住戦略本部」（４月１日設置）の第１回会議を開催し、人口減少に

係る現状認識を共有し、社会減に対して、参加者（若者・産学官）による今後のアクションの表明等を行いました

ので、その概要を報告します。 

 

１ 会議の開催概要 

（１）日 時 等 令和６年５月２０日（月）１３時から１４時４０分まで、ホテルニューオータニ鳥取 

（２）出 席 者  ２４名 

若 者（１０名）：地域活動を行っている学生、地域活動実践者、移住者、県外若者交流団体 

商工団体（３名）：鳥取県商工会議所連合会、鳥取県商工会連合会、鳥取県中小企業団体中央会 

学術機関（５名）：鳥取大学、公立鳥取環境大学、鳥取看護大学、鳥取短期大学、米子工業高等専門学校 

行  政（６名）：鳥取県（知事、教育長、輝く鳥取創造本部長、子ども家庭部長、商工労働部長、 

とっとり未来創造タスクフォース） 

（３）議  事  

ア 現状分析・認識共有 

若者世代（10・20代）の転出超過が、社会減の主な要因となっていることから、高校卒業まで県内に在学す

る学生と、大学等進学以降の若者の選択に影響を与える施策（アクション）の強化が必要。 

  《高校卒業までの学生へのアクション》 

① 将来の県内就職を促すため、小中高校生の地域との“つながり”や企業との関わりをどう豊かにするか 

  《大学進学以降の若者へのアクション》 

② 県内の大学等卒業時の県内就職を促すため、学生時代の地域・企業との“つながり”をどう豊かにするか 

③ 県外進学した県出身者や県外で就職した若者のＵターンを促すため、地元地域・県内企業との“つながり”

をどのように作っていくか 

イ 出席者の主な発言 

・将来のＵターンのためには、中高生が地域に出てイベントを企画し参画することで、地域とつながるととも

に、鳥取の魅力を知ることが大事。 

・企業人事担当の経験から、鳥取でのキャリアアップがイメージしづらい等の若者の声がある。 

・鳥取には先進的な幼児教育の取組があるが、初等教育においても同様の取組があると更なる移住定住に繋が

るのではないか。 

・東京と鳥取の懸け橋となる若者交流団体で活動しており、現在SNSを中心

に県の知名度アップに取組中。今後はリアルイベントとの融合により、地

域・企業と若者のマッチングにも取り組みたい。 

・企業経営者が中高・大学等の現場に出て、若者の考え方・取組を知ること

は非常に有意義である。 

・県内の看護実習受入先の確保に注力することで、学生の県内定着に取り組

んでいる。 

 

２ 今後の予定 

若者と産学官（実務者）によるワーキンググループ（ＷＧ）を設置し、具体のアクションを進めます。ＷＧに

は、若者との懸け橋となるとっとり未来創造タスクフォースも参画し、若者・産学官の協働や繋がりをサポート・

連携していきます。 

 【今後のスケジュール案】６月中    ＷＧ活動開始 → 具体アクションを実行 

             秋・Ｒ７春  とっとり若者Ｕターン・定住戦略本部会議 本部会議 

             ＊「本部会議」は、若者・産学官の実行状況も踏まえ、必要に応じて適宜開催します。 
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（参考）■人口戦略会議による「消滅可能性自治体」の公表 

○人口戦略シンポジウム（４／２４開催）で報告された「令和６年・地方自治体「持続可能性」分析レポート」

において、本県の消滅可能性自治体に該当する自治体数は、前回（２０１４）の１３自治体から８自治体に減

少、また若年女性人口の減少率も１９市町村中１５市町で改善が見られる結果となりました。 

[県内の消滅可能性自治体] 

岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、大山町、日南町、日野町、江府町 計８自治体 

（※前回の公表から今回外れた自治体…三朝町、琴浦町、北栄町、南部町、伯耆町） 

[人口戦略会議によるレポートの概要] 

・全体の４割に当たる７４４自治体が、消滅可能性自治体（２０２０年から２０５０年にかけて、２０～

３９歳の若年女性人口が５割以下に減少する市区町村）に該当。 

・２０１４年に「日本創成会議」が公表した８９６自治体からは減少しているが、外国人の増加が背景に

あり、少子化基調は変わっておらず、楽観視できる状況にない。 

 ○なお、人口戦略会議が本年１月に公表した『人口ビジョン２１００』では、今後の人口戦略の進め方として、

国に人口戦略を推進する体制の整備や、国民的な議論が重要であるため、有識者や経済界・労働界、地方自

治体などが参加する会議の設置等が提言されました。 
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鳥取砂丘コナン空港第２期コンセッションの実施に向けた進捗状況について  
令和６年５月21日 

交 通 政 策 課 
 

鳥取砂丘コナン空港の第２期コンセッション（以下「第２期事業」）を令和９年４月に事業開始するた
め、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（PFI法）に基づく手続き等を順

次行っていくこととしています。 
令和５年11月27日（月）から、第２期事業の事業スキームの検討に民間事業者の意見を反映させるこ

とを目的として、実施方針（案）（事業スキーム等基本的な考え方）を提示（次頁参照：参考資料）した

上で、民間事業者の意見を聴取するマーケット・サウンディング（以下「ＭＳ」）を実施し、令和６年２
月29日（木）に終了しました。現在、令和６年夏期の実施方針の策定・公表を目指して、ＭＳ参加者の
意見を踏まえた実施方針の検討を進めていますので、その進捗状況を報告します。 

１ 実施方針の検討状況 

（１）ＭＳ実施結果の概要及び実施方針の検討の方向性 

項目 ＭＳ参加者 
意見の概要 

主な具体的意見・回答理由等 実施方針の検討の方向性 

事業 
期間 

当初事業期間と
県及び運営権者
の合意によって
延長可能な期間
（合意延長期
間）を合わせて、
投資費用を回収
できる期間が望
ましい 

  当初事業期間を20年とすることについ
ては、適当との意見が多かったが、他
空港の運営経験を有する県外企業に
おいては、各社の大規模投資の考え方
によって、適当、長い又は短いと意見
が分かれた。 
  合意延長期間を５年（当初事業期間を
加えて最長25年）とすることについて
は、柔軟な対応ができるよう、より長
い期間を望む意見が複数あった。 

  当初事業期間は、20年間を予定してい
る。 
  実施契約に基づく延長期間は、県及び運
営権者の合意による延長５年以内（予
定）に加えて、運営権者の希望を踏まえ
事業期間を延長できる仕組みを検討中
である。 

事業 
範囲
（賑わ
いの創
出） 

県内企業・県外
企業のほぼ全て
が、積極的に取
り組む意向あり 

  「ツインポート」や「空の駅」化を
はじめ、鳥取空港が国内外の旅行者
に選ばれる理由付けを考えたい。 
  非旅客の利用促進は重要な取組み
である。 

  従前の検討のとおり「空港運営業務の
適正かつ確実な実施」と「賑わいの創
出」を第２期事業における重要な取組
みの両輪として位置づける方向であ
る。 

官民の 
役割 
分担 

路線誘致、空港
活性化、観光施
策等において県
の協力が必要 

  特に路線誘致は、運営権者単独での
実現は難しく、自治体のトップセー
ルス・連携が不可欠である。 

  実施方針に、県も協力することを明記
する方向である。 

県内 
企業の
参画 

県外企業の全て
が、県内企業と
の連携は不可欠
との意向あり 

  県外企業を呼び込んで業務を実施す
ることは難しく、県内企業との連携
は大前提である。 
  県内企業をＳＰＣの構成企業又は協
力企業とすることを公募条件とする
場合、有力な県内企業の争奪戦とな
ることが予想される。 

  県内企業をＳＰＣの構成企業又は協
力企業とすることは公募条件にしな
い。ただし、鳥取空港設置管理条例に
規定された事業者選定基準を踏まえ、
審査において、県内企業の第２期事業
への関わり方によって加点評価する
方向である。 

財政 
支援 

望ましい仕組み
であるとの回答
が多数であった
が、仕組みの詳
細に関する質問
や要望等あり 

  除雪費支援を目的とした運営交付
金（除雪支援費）は実費が望ましい。 
  アップサイドシェアは、運営権者の
経営努力の意欲低下につながる。 
  アップサイドだけでなく、ダウンサ
イドについてもあわせて議論される
べきである。 

  除雪費支援費として、除雪費実績額の
大部分を県が負担し、運営権者の費用
負担を抑制する方向である。 
  アップサイドシェアは、着陸料等収入
が運営権者の計画収益の105%を超過
した場合に発動する想定から、発動条
件（割合）を引き上げる方向である。 
  ダウンサイドに関し、電気料金高騰に
対する支援及び航空需要変動リスク
が生じた場合の支援を想定している。 

その他 

  名探偵コナンの装飾の新規設置・更新は、県と著作権
者の関係の下に成立するため県の関与が必要である。 
  地域共生・地域振興や危機管理を円滑に行うために

は、県の協力が必要である。 

  実施方針に、県も協力することを明記
する方向である。 

２ 第２期事業開始までのスケジュール（予定） 
年 度 主な内容 

令和６年度   実施方針の策定・公表（夏期）、特定事業の選定、募集要項等の策定・公表（冬期） 

令和７年度 
  優先交渉権者の選定・公表、基本協定の締結、特別目的会社（SPC）設立（秋期） 
  運営権設定及び債務負担行為に係る議会への附議（２月議会） 

令和８年度   実施契約の締結・公表（春期）、業務引継期間（約１年間） 
令和９年度   第２期事業開始（４月～） 
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 ＭＳで提示した第２期事業の事業スキーム素案（実施方針（案））の概要 参考資料 
【留意点】この事業スキーム素案（実施方針（案））は決定ではなく、前頁「実施方針の検討の方向性」に沿って検討を進めます。 

 
 

 

第２期鳥取県営鳥取空港特定運営事業等 実施方針（案）の概要 
令和 5 年 11 月 27 日 
鳥 取 県 
（交通政策課 空港振興室）  

Ⅰ．第２期鳥取県営鳥取空港特定運営事業等の目的 
第１期鳥取県営鳥取空港特定運営事業等が終了した後の令和９年４月以降においても民間事業者

による空港特定運営事業及びビル施設等事業の一体的かつ機動的な運営が行われるようにするため、
第２期鳥取県営鳥取空港特定運営事業等（以下「本事業」という。）の優先交渉権者を公募によって
選定し、さらなる空港管理の効率化、空港の利用促進、空港を拠点とした賑わいの創出を実現する。 
 

Ⅱ．第２期鳥取県営鳥取空港特定運営事業等の概要 
１．事業期間 

  当初 20 年間（合意延長による延長を含め最長 25 年間）とする。 
２．事業方式 

  公募によって選定された民間事業者（優先交渉権者）が設立する特別目的会社（ＳＰＣ）が鳥

取空港ビル(株)の株式を取得する（鳥取県（以下「県」という。）が保有する株式は、全株式を

ＳＰＣに譲渡する予定）。 
  県は運営権者となるＳＰＣと実施契約を締結する。 

３．事業範囲 

ア 空港特定運営事業 
（ア）空港運営等事業（民活空港運営法第２条第６項第１号） 

⚫  空港基本施設等事業（施設維持管理、空港運用、着陸料等の設定・収受等） 
⚫  空港用地・附帯施設管理業務（空港用地及びこれに附帯する施設の管理等） 

（イ）空港航空保安施設運営等事業（民活空港運営法第２条第６項第２号） 
⚫  飛行場灯火施設等の維持管理・運営等 

（ウ）環境対策事業（民活空港運営法第２条第６項第３号） 
⚫  騒音測定業務、滑走路利用割合に関する地元調整への協力、県が実施する空港周囲部管

理事業への協力 
（エ）その他附帯する事業（民活空港運営法第２条第６項第４号） 

⚫  国際会館の運営業務（施設維持管理、施設貸与、サービス提供等） 
⚫  規程の策定等 
⚫  空港用地等及び工作物等に係る貸付事業 
⚫  駐車場事業（施設維持管理・運営等） 
⚫  ハイジャック等防止対策に関する費用負担 
⚫  協議会（鳥取空港の利用を促進する懇話会並びに空港の利用促進及び空の駅化に関する

協議会等）への参画 
⚫  空港脱炭素化推進に関する事業・業務 
⚫  運営権者が提案する事業・業務（空港の利用促進に関する事業、地域との連携による事業等） 
⚫  上記以外のその他附帯する事業（滑走路西側集団移転元地等の草刈等） 

イ ビル施設等事業 
（ア）国内線ターミナルビル施設事業（施設維持管理、施設貸与、サービス提供等） 
（イ）貨物ビル施設事業（施設維持管理、施設貸与、サービス提供等） 
（ウ）航空機給油サービス事業 
（エ）グランドハンドリング事業 
（オ）空港用地内及び空港用地外において実施する任意事業 

４．利用料金の設定・収受と費用負担 

  運営権者は、自ら又は運営権者子会社等をして、着陸料等、航空保安施設の使用料金、旅客取

扱施設の利用に係る料金及び運営権設定対象施設の利用に係る料金等を設定・収受できる。 
  運営権者は、実施契約に特段の定めがある場合を除き、「５．運営権者に対する財政支援」に記

載の県からの財政支援を受けたうえで、本事業の実施に要するすべての費用を負担する。 
５．運営権者に対する財政支援 

  運営権者に対して運営交付金を交付することによって、鳥取空港の運営等に要する費用の一部

を県が負担する。なお、運営交付金は、定額で交付するもの（定額交付分）と、次の実績等に

応じて交付するものとで構成している。 
  除雪費支援を目的とした運営交付金（あらかじめ定める固定額及び実施契約に定める条件を満

たす場合に限り交付する追加交付額とで構成される。）を県が交付する。 
  空港脱炭素化を促進させるため、グリーン電力（再生可能エネルギー源から生成される電力） 
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   参考資料 

 
 

 

発電設備の新規設置・運転に係る費用の一部を県が支援する。 
  空港特定運営事業に係る運営権者の実績収益が、運営権者の提案した計画収益を一定程度上回

る場合、当該実績収益の一部を県に還元する仕組みを導入する。 
  運営権者事由でない航空需要の著しい変動が生じた場合、県と運営権者で協議のうえ、運営交

付金の増額を行う。 
６．運営権設定対象施設に対する更新投資等 

  運営権者は、運営権設定対象施設について、維持管理（更新投資：更新・拡張・修繕）を行う

ことができる。 
  運営権者は、県が実施主体となったうえで委託実施する工事等を除き、建設（新規投資）及び

改修を行うことはできない。 
７．運営権等の対価 

  本事業における運営権の対価は０円を基本とする。ただし、運営交付金（定額交付分）を０円

と提案したうえで、０円を上回る運営権対価を提案することは妨げない。 
  空港特定運営事業に係る運営権者の実績収益が、運営権者の提案した計画収益を一定程度上回

る場合、当該実績収益の一部を県に還元する仕組みを導入する。【再掲】 
８．計画の策定、要求水準及びモニタリング 

  運営権者は、本事業に係る計画として事業期間全体に係る全体計画、５年ごとの中期計画及び

単年度計画を県に提出し、県の承認を得る。 
  運営権者によるセルフモニタリングのほか、県によるモニタリング及び第三者評価等を実施

し、実施契約及び事業計画に基づく事業の実施状況や要求水準の充足状況等について確認す

る。 
９．県と運営権者のリスク分担 

  運営権者事由でない航空需要の著しい変動が生じた場合、県と運営権者で協議のうえ、運営交

付金の増額を行う。【再掲】 
  土壌汚染等に起因して生じる損失について、当該損失が募集要項等で規定されていなかったこ

と又は募集要項等で規定されていた事項が事実と異なっていたことに起因する場合、運営権者

は速やかに県に通知する。この場合、県が当該損失を補償する。 
  不可抗力によって本事業の遂行が困難となった場合、運営権者は、書面をもって県に通知しな

ければならない。県は、運営権者から当該通知を受けた場合、運営権者とその対応方針につい

て協議する。 
10．事業の継続が困難となった場合の措置 

  県事由によって契約上の義務の履行が不能となった場合、運営権者は実施契約を解除できる。 
  県事由による契約解除の場合、県は、運営権を取り消すとともに、運営権者の損失を補償する。 
  運営権者が、契約上の義務を履行しない場合及び要求水準違反を是正するための県からの勧

告・命令に従わない等の場合、県は実施契約を解除できる。 
  運営権者事由による契約解除の場合、県は運営権を取り消し、運営権者は県に違約金等を支払う。 
  不可抗力が発生し、県による事業継続措置が行われる場合であって、本事業の復旧スケジュー

ルを決定することができない場合、又は復旧スケジュールに基づく本事業の再開が不可能、若

しくは著しく困難であることが判明した場合、県は実施契約を解除できる。 
  契約解除の場合、運営権者は、県又は県が指定する第三者に適切な業務の引継ぎを行う。 

 
Ⅲ．応募者の参加資格要件 

  応募者は、単体企業又は複数の企業によって構成されるコンソーシアムとする。 
  第一次審査書類の提出以降第二次審査書類の提出までの間、コンソーシアム構成員を追加する

ことができる。なお、代表企業の変更は原則として認めないが、代表企業を変更せざるを得ない

特別な事情が生じた場合は、県と協議するものとし、県が変更を認めたときはこの限りでない。 
  単体企業、コンソーシアムの代表企業には、公共施設の運営等の一定の実績を求める。 
 

Ⅳ．今後の手続き 
年 度 主な内容 

令和６年度 ⚫  実施方針の公表（夏期）、特定事業の選定、募集要項等の公表（冬期） 
令和７年度 ⚫  優先交渉権者の選定・公表、基本協定の締結、ＳＰＣ設立（秋期） 

⚫  運営権設定及び債務負担行為に係る議会への附議（冬期） 
令和８年度 ⚫  実施契約の締結・公表（春期）、業務引継期間（約１年間） 
令和９年度 ⚫  第２期事業開始（４月～）  
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